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１．事業概要 

１．１．事業推進の背景と狙い 

 平成 28 年 4 月の二度にわたる震度 7 の地震による熊本県内の甚大なる被害、また、令和 2 年 7

月豪雨では、球磨川水系の計 13 箇所で氾濫・決壊し浸水による被害を受けるなど、近年、災害に

よる被害が多くなっており、様々な災害対応体制の強化と持続可能な行政サービスの提供が求めら

れている。 

 

このような状況下、今回連携して事業を行う玉名市、人吉市、宇土市の 3市については、他の自

治体同様に、人口減少や高齢化が進むと同時に、厳しい市の財政状況により、職員の人数も減少し

ている。 

また、今後は災害発生時に自治体間での応受援が必要になるケースが増加すると考えられるが、

自治体間で業務プロセスが異なっていることも多く、応受援を行った際に職員がスムーズに業務を

行うことができない点が問題となっている。 

 

広域での災害に見舞われた際、近隣の自治体は同様の被災状況である事が予想されるため、災害

に関する自治体業務の「予測」、「予防」、「対応」、「復旧」の全段階において、同種業務の標準化・

共同化により、効率化された相互応援可能な業務プロセスの構築を図ることを目的に、本事業に取

組むこととした。 

 

１．２．取組内容 

玉名市、人吉市、宇土市の 3市における全庁業務量調査データを活用し、業務及び作業構造の可

視化を行い、自治体間の比較・分析を行ったうえで、災害発生時における優先業務について広域で

の自治体業務の標準化や共同化を目指し、効率化された相互応援可能な業務プロセスの構築を推進

していく。 

 
 

図１ 本取組の進め方概要 
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■現状の可視化 

3 市において全庁業務量調査を実施し、各業務の業務量、作業の性質、作業フローの現状の可視

化を行い、特徴分析を行う。その結果を基に、非常時における優先業務を抽出し、詳細分析を行

う対象業務 2業務を選定する。 

■課題の明確化 

選定 2 業務の業務フローや帳票の項目等について、3 市間の詳細比較・差異分析を行ったうえで

課題の明確化を行う。 

■業務の標準化・最適化 

業務フローや帳票類の標準化を行い、効率化された相互応援可能な業務プロセスの構築を図る。 

 

なお、本事業を行うにあたり、3市の全庁業務量調査・業務分析を、効率的に短期間で行わなけ

ればならないことから、他自治体での業務量調査や業務分析の実績がある、コニカミノルタ株式

会社と委託契約し事業を行った。 

 

１．３．全体スケジュール 

現状の可視化では、140 以上の自治体での全庁業務量調査の実績があるコニカミノルタ社の業務

量調査手法を活用することで、短期間で全庁的な業務量の把握を行う。 

課題の明確化では、業務量調査の結果から選定した業務担当課に対してヒアリングを行い、3 市

の業務手順の違い、各市の課題を分析して業務のインプットとする。 

業務の標準化・最適化では、3 市の現状業務からベストな方法を選択することで最適な業務フロ

ーを作成し標準化を実現する。それと共に、業務を実施するために必要な申請書や手順書などの作

成を行い、標準フロー作成に向けた準備を行う。 

 

 

図２ 全体スケジュール 
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２．全庁業務量調査（現状の可視化） 

２．１．全庁業務量調査手法 

各市における全業務について、工数及び作業の性質（資格や印鑑の要否、処理媒体（紙又は電子）、

定型・非定型の区別等）を担当者の事務作業レベルまで分解し、可視化した。 

また、本調査では平常時に行う通常業務だけではなく、発災時における全庁業務量調査を行うこ

とで、平常時と発災時を比較し、定量的に差分を調査、3 市の各業務の業務量・作業の性質・作業

フローを把握することで、比較可能とした。 

 

＜平常時の業務量調査＞ 

各市において事務分掌に基づき、業務の流れや作業の性質を調査することで、各市の業務量・業

務の性質などを可視化し、業務改革を進めるべき業務を選定した。 

 

図３ 業務量調査の内容 
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＜発災時の業務量調査＞ 

通常業務について、発災前後における業務量の変化を調査するとともに、発災により発生する業

務及びその業務量を調査することで、発災時における人員配置の状況を可視化した。 

 

 

図４ 災害発生時の業務量の変動 
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＜発災時の業務量調査シート＞ 

平常時の業務量と発災時の業務量の変化について、担当者の事務作業レベルでの調査を行った。

具体的には、発災前日から発災後 3カ月間の業務量の推移を可視化し、業務量の増減及び業務が停

止した理由を整理することで、災害時における業務毎の必要人員を調査した。 

本取組における調査結果を BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）に反映させること

で、災害時における人員配置を最適化することが期待できる。 

なお、担当者の事務作業レベルで発災前後の業務量を正確に捕捉することは困難であることから

平常時と比較した場合の業務量変化を比率で記載している。 

 

 

図５ 業務量調査シート 

 

 

発災時にのみ生じる業務について、過去の災害時の記録を基に、発災時の業務内容および充当さ

れた要員数を調査した。県内外の複数の団体から応援要員を受け入れたため、団体区分別の人員数

を把握できるように、行ごとにわけて設定し、発災時にのみ生じる業務に応援要員を何人充てたか

を把握できるようにした。 

 

図６ 応援要員調査シート 
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部委員会 課室 係名 業務 人数体制 前日 当日 １日後 ３日後 １週間後 2週間後 １か月後 2か月後 3か月後

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(庁内職員) 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(経験者の臨時の再雇用) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(熊本県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(他市町村からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(他県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経済部 観光振興課 観光企画係 安否確認 　人数体制(上記以外のその他) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(庁内職員) 0.0 0.0 0.0 7.0 7.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(経験者の臨時の再雇用) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(熊本県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(他市町村からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(他県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 安否確認 　人数体制(上記以外のその他) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(庁内職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(経験者の臨時の再雇用) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(熊本県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(他市町村からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(他県庁からの応援職員) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健康福祉部 福祉課 生活支援係 物資の搬入・配布 　人数体制(上記以外のその他) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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＜過去の災害を基にした業務量調査＞ 

過去の災害を基に業務量を調査するため、令和 2年 7月豪雨時の人吉市の業務を対象に、調査を

行った。 

なお、調査対象期間は、発災前日から 3ヶ月後までとし、一定期間経過段階での通常業務量につ

いて、平常時の何倍になったかを確認することで業務量の推移を把握できるようにした。また、発

災時のみの業務も同じ時間軸で調査を行った。 

 

 

 
図７ 調査期間設定の考え方 
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２．２．全庁業務量調査結果 

２．２．１．全庁業務量調査結果（３市の通常業務） 

3 市の基本データとして、玉名市は一番人口規模が大きく、職員数も多い。人口が一番少ない人

吉市は、宇土市に比べて人口が 17％少ないにも関わらず、職員数は 26％多いという状況になって

おり、宇土市の方が職員一人あたりの業務量が多いといえる。 

 

図８ 各市の基本データ 

※一般行政職員数は総務省の HP「https://www.soumu.go.jp/main_content/000723823.xlsx」から取得しており、調査実

施時の職員数とは異なる。 

 

 

 3市の業務量調査の結果を見ると、3市におけるノンコア業務の割合（図９中の「Ⅱ．ノンコア業

務（要専門性）」、「Ⅲ．ノンコア業務（専門性不要／定型）」、「Ⅳ．ノンコア業務（専門性不要／非

定型」の割合の合計）は、64.5％～72.3％となっており、これは一般的な基礎自治体（60～75％）

と同様の傾向であり、今後の自動化や担い手の見直しが必要となる。 

3市の中で、人口に対して職員数が多い人吉市は、「Ⅰ．コア業務」の割合が 35.5％と１番高い。

しかし、「Ⅲ．ノンコア業務（専門性不要／定型） 専門性が不要で定型的な作業」に従事する正規

職員と非正規職員の割合は、正規職員が 74％（107人工）と高く、業務の担い手の見直しが求めら

れる調査結果となった。 
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図９ 各市の業務量調査結果レポート 
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 また、3 市それぞれの業務時間が多い業務分類を抜粋すると、10 業務中 7 業務は 3 市共通、2

業務は 2市共通となっている。それぞれの市の年間作業時間総数に対する各業務分類別の年間作

業時間を割合で見ると、特に人吉市の「建築・土木」の割合（図 10グラフのオレンジ色）が他 2

市に比べて大きく（全業務内の 10.2％）、復興に向けた工事などが多い状況が続いていることが

わかった。 

 

※ 単独の市のみに生じた業務については、業務分類（大）には記載していない。 

 

図１０ 3市の業務分類ごとの業務時間（TOP10） 
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２．２．２．発災時の業務対応結果（人吉市） 

 令和 2 年 7 月豪雨時、人吉市では全庁 73 係の内、60 係が通常業務の業務量に増減があった。

また、発災時、業務量に変動があった業務のうち、BCP（事業継続計画）通りに対応できた業務は

少なく、システム関連業務（基幹系システムの運用・管理、個別システムの運用・管理 など）と

その他幾つかの業務のみ、BCP 通りに対応できたという調査結果となった。このことから災害対

応後はその都度、BCPを見直して改善していく必要があることがわかる。 

 

 

 

 

図１１ 令和 2年 7月豪雨による通常業務への影響 
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＜発災により停止した業務＞  

発災により停止した業務に関する年間業務時間を調査したところ、業務時間が長い順に、苦情要

望業務、窓口業務等に関する業務、庁舎建設事業業務に関する業務となった。 

 

 

図１２ 発災により停止した業務に関する平時の作業時間 
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＜発災後に発生する業務＞ 

 調査の結果、発災後に発生した業務は、図１３のとおりであり、中でも対応人数が多かった業務

は安否確認や情報収集、復旧作業などであった。 

※集計人数は 3日後、1週間後など各時点での合計人数であり、累計人日とは合致しない。 

 

 

 

図１３ 対応人数の多かった３０業務 

 

No 業務 係名 集計（人）

1 安否確認 防災安全係 409

2 公共下水道施設災害復旧業務 事業係 233

3 くまりば復旧作業 商工係 190

4 情報収集 防災安全係 145

5 緊急漏水調査及び漏水修繕業務 施設係 111

6 災害廃棄物処理 廃棄物対策係 105

7 救援物資の受付・搬入・管理 施設マネジメント係 99

8 災害対策本部支援 施設マネジメント係 99

9 思い出の品受付・管理 施設マネジメント係 99

10 施設管理業務（災害対策本部設置に伴う） 施設マネジメント係 99

11 被災施設の応急安全対策 施設マネジメント係 99

12 被災者向け情報掲示板の設置・管理 施設マネジメント係 99

13 被災者相談会場提供・管理 施設マネジメント係 99

14 被災現場の片づけ 生涯学習係 96

15 仮設トイレなどの設置 施設マネジメント係 54

16 災害対策本部支援 防災安全係 54

17 被災者支援に係る総合相談窓口 生活再建係 54

18 通行規制対応 維持係 48

19 食料の搬入・配布 総務係 45

20 住民票等交付 市民係 44

21 被災現場の片付け（歴史館等建物・備品等） 歴史文化係 44

22 公共土木施設被災状況調査 維持係 43

23 堆積土砂排除事業（仮置き場運営業務） 建設係 42

24 堆積土砂排除事業（市道堆積土砂等撤去業務） 建設係 42

25 堆積土砂排除事業（堆積土砂等調査業務） 建設係 42

26 堆積土砂排除事業（堆積土砂等撤去業務） 建設係 42

27 避難所開設、運営 歴史文化係 40

28 一部負担金免除関係 国保年金係 37

29 公費解体・自費解体の受付 災害廃棄物対策室 37

30 農地・農業用施設災害復旧業務 農林整備係 37
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２．２．３．発災前後の業務量の推移（人吉市） 

 発災後の業務量に変動があった通常業務について、業務時間合計推移（正規職員）を確認すると、

発災直後は発災時に発生する業務への対応を行うため、業務時間は一時的に減少するが、2 週間後

以降は平時に比べて大幅に業務量が増え続け、3ヶ月後には 23％増加していた。 

 

図１４ 発災後の業務量に変動があった通常業務に従事する職員の１日の業務時間合計の推移 
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発災後の業務量に変動があった通常業務について、コア/ノンコア業務に分類し、分析すると、特

に「Ⅲ．ノンコア業務（専門性不要／定型」業務の業務量が発災後３日後以降から増加が見られ、

２ヶ月後には最大 112％増加した。また、「Ⅳ．ノンコア（専門性不要／非定型）」業務も平常時と

比較し、152％増加している。これは被災直後に職員が安否確認などの災害時業務に対応していた

ため、通常業務が滞っていたためである。 

このことから専門性が不要な業務に対しては、担い手の見直しやツールの活用などの業務改革が

必要と言える。 

 

図１５ 発災後の業務量に変動があった業務の性質別の業務時間合計の推移 
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３．対象業務詳細比較（課題の明確化） 

３．１．対象業務選定 

 3市間で協議の上、発災時の業務の中で標準化・共通化することで業務改革の効果が見込める「罹

災証明書発行業務」、及び「災害見舞金等支給業務」の一つである「災害弔慰金支給業務」の２業務

を選定・分析し、標準化・共通化に向けた取組を行った。 

 

図１６ 標準化・共通化対象候補業務一覧 

      

図１７ 災害見舞金等支給事業の整理 
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３．２．詳細業務フローの可視化 

３．２．１．罹災証明書発行業務に関する業務フロー 

 

図１８ 罹災証明書発行業務に関する業務フロー 

 

罹災証明書発行業務について、大規模災害発生時には短期間で数千件の申請が行われるため、

大量の申請に迅速に対応する必要があり、発災時には特設窓口や避難所での申請受付などを行っ

ている。また、自己判定方式を利用する場合を除き、基本的には現地調査が必要となり、対応に

かなりの工数を要するため、正規職員の他に民間委託業者に対応を依頼するケースも存在する。 

水害の場合は浸水の高さが判断のポイントになるため、建物の外からでも確認可能だが、地震

等の場合は建物内部に入り確認が必要となるなど、災害の種類によって被害認定調査（現地調

査）の判断基準が異なる。また、被害認定の判断を行うためには国が定めた被害認定基準への理

解や建造物に関する知識が必要となるため、対応可能な人材が限られる。 

大規模災害発生時以外にも、台風による被害など、年に数十件の申請が行われている。 
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３．２．２．災害弔慰金支給業務に関する業務フロー 

 

 
図１９ 災害弔慰金支給業務に関する業務フロー 

 災害弔慰金申請は、大規模災害時のみ発生する手続である。調査の結果、3 市における直近の実

績においては、人吉市が令和 2 年 7 月豪雨時に 22 件、宇土市が平成 28 年の熊本地震時に約 20 件

の申請を受理していることが分かった。なお、玉名市においては対応記録がほとんど残っておらず、

人吉市、宇土市においても直近の実績を除くと、過去、本申請をほとんど受理していない。また、

本申請は発災と死亡の因果関係の調査、認定の判断を行うために必要となる収集資料の煩雑さ、弁

護士や医師等で構成させる災害弔慰金等支給審査会（以下、審査会という）における実質事項の審

査等、プロセスが複雑であることも相まって、3 市ともに業務フローが整理されていない状況であ

る。 

加えて、3市ともに、紙を前提とした業務フローになっている。例えば、審査会開催に先立って、

当該事案に係る記録を全てコピーし、県庁へ送付するなど、一連のプロセスの中で紙が大量に発生

し、関係者とのやりとりや記録の保管に非効率さが散見された。 
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３．３．課題の明確化と３市間の業務比較 

３．３．１．罹災証明書発行業務の課題 

＜業務の課題＞ 

ヒアリングから 3市共通の課題として、現地調査及び調査後の写真画像や調査結果のシステムへ

の入力作業に時間がかかり、担当者が連日深夜まで入力・整理作業にあたっていることがわかった。 

 

図２０ 罹災証明書発行業務の課題 

  

そのほか、玉名市では熊本地震以前、定まった申請書様式が無く、他自治体の申請書様式を参考

に作成した。また、発生頻度が少ない業務であるため、システムも特になく全体的に手作業で時間

がかかる業務になっている。 

 

図２１ 罹災証明書発行業務の３市比較 
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＜帳票の差異＞ 

申請書の様式は国で定められているため、申請書に記載する基本的な項目はほぼ一致しているが、

多少差異は発生している。具体的に、自己判定方式かどうかを記載しているのは人吉市のみとなっ

ている。 

なお、自己判定方式であることを申請書に記載することで、現地調査が省略され、証明書が迅速

に発行されると共に職員の負荷も軽減される。 

 

図２２ 3市の申請書項目の比較 

  

項目① 項目② 記入方式 宇土市 玉名市 人吉市

提出日時 記入 ● ● ●

住所 記入 ● ● ●

氏名 記入 ● ● ●

電話番号 記入 ● ● ●

罹災者との関係 選択 ● ●

この証明書の用途 選択 ●

証明必要数 記入 ●

住所 記入 ● ●

氏名 記入 ● ●

電話番号 記入 ●

罹災日時 年月日時分 記入 ● ●

罹災場所 住所 記入 ● ● ●

氏名 記入 ● ● ●

続柄 記入 ● ● ●

性別 記入 ●

年齢 記入 ●

年月日時分 記入 ●

備考 記入 ●

罹災した物件(物件種別) 選択 ● ● ●

災害種別(罹災原因) 選択 ● ● ●

罹災状況 記入 ● ●

添付書類 選択 ● ●

日時 記入 ●

申請者氏名 記入 ●

委任者氏名 記入 ●

委任者住所 記入 ●

自己判定方式実施 選択 ●

申請者

罹災者

罹災世帯構成員

委任状
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３．３．２．災害弔慰金支給業務の課題 

＜業務の課題＞ 

申請件数が少ないため、申請書の様式が定まっていない、業務経験者がいないなど課題が発生し

ている。 

 

 

図２３ 災害弔慰金支給業務の課題 

＜主な課題の補足説明＞ 

■手続を処理する体制が整っていない 

本手続は、各市とも実績がほとんど無いため、申請書の様式が定まっておらず、業務マニュアル

等も整備されていないため、一連の業務を速やかに対処することが困難な状況であった。 

 

■調査事項が整理されていない 

認定に係る調査事項が整理されていないため、申請者に対して複数回の聞取りを行う、資料作成・

収集にかなりの労力を要するなど、1件の申請を処理するにあたり多くの工数が必要となる。 

 

■手続の柔軟性の欠如 

県庁が主催する合同審査会は不定期開催であるため、申請から結果が申請者に送付されるまでの

期間を申請者に提示できないこと、また制度に係る情報について自治体毎にほとんど公表されてい

ないことなどが申請者の不安の原因となっている。 

  



 

22 

４．３市での業務標準化・最適化 

４．１．標準化・最適化の方針 

詳細業務分析において抽出した課題に対して、ECRS（業務改善にあたり効果の高い順に改善策を考え

る原則、Eliminate：排除, Combine：結合, Rearrange：交換, Simplify：簡素化）の 4原則に基づき施

策の検討を行い、応援に来た職員が円滑に業務を行えるように、3市の標準共通フロー作成を行った。 

 

 

図２４ 標準化・最適化実現に向けたステップ 
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４．１．１．罹災証明書発行業務に関する改善施策 

＜課題の原因と施策＞ 

 課題とその原因から施策を検討し、すぐに実行できる施策（BPR ソリューション）と費用がかか

る施策（ICT を活用したソリューション）に分類を行った。今回はすぐに実行できる施策として、

申請書様式の統一を実行することとした。次年度以降、AI-OCRの活用や電子申請の活用など将来的

な ICT化を加味した取り組みを進める予定である。 

 

図２５ 罹災証明書発行業務の課題の原因と施策 
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＜統一帳票の作成＞ 

 3 市の現在の申請書様式から標準フォーマットを作成。今後、行う予定である ICT 化に向けた取

り組みを意識し、AI-OCR での読み取りやすさを考慮した様式を作成することで大量申請時の処理

を効率化できるようにした。 

 
 

図２６ 罹災証明書発行業務の共通申請書フォーマット 
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申請書 2枚目以降には、各災害（豪雨・地震など）に応じたヒアリングシート及び調査時の記入

シートを作成することで、災害の種類に応じて、現場での記入の利便性を高めることに繋げた。 

 
図２７ 罹災証明書発行業務の共通申請書フォーマット（２枚目以降） 
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４．１．２．災害弔慰金支給業務に関する改善施策 

＜課題の原因と施策＞ 

 災害弔慰金支給業務において、認定判断のために、重要かつ特に労力を要している「申請相談・

手続案内』、及び「申請受理・審査」における申請者への聞き取りを正確かつ速やかに行えるように

ヒアリングシートを作成した。 

 

 

図２８ 災害弔慰金支給業務の課題の原因と施策 
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＜ヒアリングシート＞ 

 災害弔慰金支給業務では、申請者からの聞き取りが必要な事項が多岐に渡る。未経験の職員で

あっても過不足なく聞き取りを行うことができるようヒアリングシートを作成し、聞き取り項目

を整理した。 

このほか、ヒアリングシートの作成により、業務担当者の属人化の回避及び職員の工数削減、

聞取回数の減少による申請者の負担減少などの効果が期待できる。 

 

図２９ 災害弔慰金支給業務の共通ヒアリングシート 

  



 

28 

５．今後の取組に向けて 

＜発災時の業務に関する課題・原因・施策＞ 

 

 

図３０ 発災時の業務に関する課題・原因・施策 

 

＜今後の施策の方向性＞ 

今回の取組から、全国的に国が整備すべき内容、広域で共有すべきツールや実行すべき取組、各

自治体で作成、見直すべき計画や実行すべき取組があることが見えてきた。各団体が、これらの必

要性を理解して取組・準備を進めていくことが、今後の発災時の対応を円滑に行うために重要であ

る。 

 
図３１ 今後の施策の方向性 
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５．１．各市での地域防災計画などへの取り組み 

3 市のデータ分析結果からも、地域防災計画や BCP などを見直し、再整備することが重要という

ことがわかった。特に令和 2年 7月豪雨の際に、避難所設営、復旧作業などを行った人吉市の対応

について、分析を行い、洗い出した改善点などを他の自治体にも共有していくことが重要である。

この情報を元に、各市の計画を見直し、防災訓練を行うなど、発災時の対応を強化するとともに、

早期復旧に向けた人員配置を行えるように備えを強化していくべきである。 

 

５．２．３市での活動内容 

今後は、本事業で詳細分析を行った「罹災証明書発行業務」、「災害弔慰金支給業務」の 2つの業

務について、今年度実現できなかった施策実施を進めていくと共に、3 市での詳細分析対象業務を

広げ、災害関連業務に加えて通常業務の業務改革と共同利用を促進していく。特に、税務関連業務

及び福祉関連業務は 3市で共通して業務量が多いため、原課と協力しながら業務改革を推進してい

く。 

 

図３２ 3市での協力活動ロードマップ 
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５．３．連携自治体を増やした活動 

発災時に発生する業務の標準化・最適化は 3市だけではなく、熊本県内の自治体および全国の自

治体で共通かつ喫緊の課題となっている。今後は 3市の取り組みとするだけでなく、熊本県内広域

での早急な応受援体制構築等、他自治体との連携構築、業務の標準化・共通化が必要と考える。 

また、連携自治体を増やすことで発災時に発生する業務量の変化についてより高い精度で調査を

行い、標準化・共通化する業務の分析数を増やすことができるため、発災時における広域での応受

援の実現について、加速化させることができる。 

 

 

図３３ 連携自治体を増やした活動方針 


